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（情報提供） 

４ 閉 会 
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岩手大学農学部
准教授

施設機能工学 継　続
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平成 29 年度 政策評価等の実施状況及び各専門委員会の開催状況 

政策評価 事務事業評価 公共事業評価 大規模事業評価 

県
の
取
組
（
評
価
の
実
施
状
況
等
）

○「いわて県民計画」第３期アクションプラン［政策編］
(H27-H30)の 42 の政策項目及び 177 の具体的な
推進方策を対象に評価
※震災対応への影響を考慮し、効率的に評価を
行うため評価調書の整理・統合等を実施（H23
～） 

アクションプランに掲げた「目指す姿指標」等の動
向を中心に 28 年度の取組実績をとりまとめ 

各指標の実績に加え、政策を取り巻く状況や県以
外の主体の取組状況等から総合的に評価し、課題
と今後の方向をとりまとめ 

評価結果の 30 年度の政策への反映状況（新規
事業創設、既存事業拡充等）をとりまとめ 

○事務事業のうち、アクションプランを構成する事業を
含む政策的な事業を対象に評価
※震災対応への影響を考慮し、事業ごとに評価調
書を作成せず一覧表で整理する形に簡素化
（H23～） 

各プラン構成事業について設定した「成果指標」等
の 28 年度の実績をとりまとめ 

 
各指標の実績に加え、上位施策との政策体系等を

踏まえつつ事業の必要性や有効性を考慮して、今後
の方向（拡充、継続、廃止等）をとりまとめ 

 
評価結果を踏まえた各事業への 30 年度当初予算

における措置の状況をとりまとめ 

○「事前評価」「継続評価」「再評価」では、「必要性、重要性、緊急性、効率性及び熟度の指標」や「自然環境等の状
況及び環境配慮事項」などの評価を踏まえ、総合評価（事業実施、事業継続等）を実施

○「事後評価」では、「事業の効果」や「利用者等の意見」、「社会経済情勢及び自然環境等の変化」を踏まえ、今後
の課題（当該地区の課題、今後の同種事業のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）を把握

○公共事業の再評価、大規模事業の事前評価・再評価については、委員会に諮問し、審議（事後評価は報告）
※震災対応への影響を考慮し、委員会への諮問案件の絞り込み等を実施

○左記「政策評価等の実施状況報告書」及び「政策評価結果等の政策等への反映状況報告書」に、各評価結果と
予算措置の状況をそれぞれとりまとめて記載

＜評価実施地区数：346 地区＞ 
・事前評価  55 地区 
・継続評価 280 地区 
・再評価     ７地区 
（うち委員会諮問 ４地区） 
・事後評価  ４地区 

＜評価実施地区数：26 地区＞ 
・事前評価 ３地区 
（うち委員会諮問 ３地区） 
・継続評価 19地区 
・再評価   ４地区 
（うち委員会諮問３地区） 
・事後評価 なし 

※ 諮問する６地区で県民意見の募集（ﾊﾟﾌﾞｺﾒ）実施 

委
員
会
の
開
催
状
況
等

政策評価専門委員会 

【開催３回】 
① １回（7 月）

・平成 28 年度主要施策の成果に関する説明書の作成状況 
・復興実施計画（第２期）の施策体系・事業に基づく進捗状況（情報提供） 

② ２回（10 月）
・平成 29 年度政策評価等の実施状況（政策評価レポート 2017） 
・第３期アクションプランに掲げる指標の目標値の見直しについて（情報提供） 
・「岩手の幸福に関する指標」研究会報告書の概要について（情報提供） 

③ ３回（本日）
・平成 30 年度の政策評価及び事務事業評価の実施予定 
・平成 30 年度の政策評価専門委員会の開催予定 

公共事業評価専門委員会 

【開催 ５回】（６～２月、現地調査含む） 

①再評価地区の審議（４地区）
・林道整備事業（森林管理道 八木玉川線）
・林道整備事業（森林基幹道 安孫・平糠線）
・交通安全施設整備事業

（一般国道 395 号 久慈市板橋） 
・急傾斜地崩壊対策事業（盛岡市 下米内２丁目） 

②事後評価地区の報告（４地区）
・中山間地域総合整備事業（町井地区 花巻市）
・道路環境改善事業（交通安全施設整備）

（北上水沢線 上成沢地区 北上市） 
・総合流域防災事業（河川） 

（二級河川小本川水系長内川 岩泉町） 
・火山砂防事業 

（北上川水系 平笠西沢地区 八幡平市） 

○第５回（本日）
・評価指標の区分の一部変更等について
・平成 30 年度の専門委員会の開催予定

大規模事業評価専門委員会 

【開催 7 回】（６～２月、現地調査含む） 

①事前評価地区の審議（３地区）（施設・基本設計段階）
・公共関与型産業廃棄物最終処分場整備事業
・みたけ学園・みたけの園整備事業
・岩手県立福岡工業高等学校改築等事業

②再評価地区の審議（３地区）
・閉伊川総合流域防災事業
・宮古西道路地域連携道路整備事業

（ネットワーク形成型） 
・岩崎川広域河川改修事業 

③事後評価地区の報告（なし）

○第７回（本日）
・評価指標の区分の一部変更等について
・平成 30 年度の専門委員会の開催予定

① 主要施策の成果に関する説明書」の作成・議会報告（９月）

②「政策評価等の実施状況報告書（政策評価レポート 2017）」の作成・議会報告（11 月） 

③「政策評価結果等の政策等への反映状況報告書」の作成・議会報告（2 月）

資料１ 



 

○ 政策評価及び事務事業評価については、平成 28 年度の各指標の実績を取りまとめた「主
要施策の成果に関する説明書・いわて県民計画実施状況報告書」を９月に作成した後、平
成 30 年度以降の政策形成に向け、政策等の現状、課題や今後の方向を「政策評価レポート」
として取りまとめ、11 月に公表しました。 

○ 今回、これら政策評価等の結果を、平成 30 年度の政策等の立案、予算の編成等に反映さ
せ、新規事業の創設や制度・組織体制の見直しなどを行いました。 

○ 今後も政策評価の仕組みに基づくマネジメントサイクルを確実に機能させ、いわて県民
計画の着実な推進を図っていきます。 

１ 政策評価結果の反映状況 

 政策評価は、いわて県民計画第３期アクションプラン[政策編]を構成する 42 の政策項目※を

対象に実施しました。 

 これを踏まえ、｢新規事業の創設｣(68 事業)や｢既存事業の拡充｣(70 事業)、「制度・組織体制

の見直し」を行うなど、評価結果を平成 30 年度の施策、事業等に反映させました。 

 また、第３期アクションプランに掲げる指標のうち、累計指標等で最終年度の目標値を上回

った指標（28 指標）や、数値の定義が変わるなど見直しの必要がある指標（２指標）について

は、目標値（H29、H30）を見直しました（見直し後の目標値等はＰ6別表を参照）。 

※ 政策Ⅰにおいて、｢政策項目№５-２ 科学技術によるイノベーションの創出｣「政策項目№６-２ 中小
企業の経営力の向上」を特出しして設定しているため、集計上の総数は 44 項目となる。 

(１) 反映状況  

政 策 

評価結果 反 映 結 果 

計 政 策
項目数 

評価結果が
概ね順調

以上の割合

新規事業
の創設 

既存事業
の拡充 

制度・組織 
体制の見直し 

その他取組の 
改善強化等 

Ⅰ 産業・雇用 10 80.0% 12 10 4 35 61

Ⅱ 農林水産業 5 100.0% 17 11 0 38 66

Ⅲ 医療・子育て・福祉 3 100.0% 12 18 3 30 63

Ⅳ 安全・安心 7 85.7% 2 5 1 19 27

Ⅴ 教育・文化 10 100.0% 19 18 2 33 72

Ⅵ 環境 3 100.0% 3 4 0 12 19

Ⅶ 社会資本･公共交通･情報基盤  6 50.0% 3 4 2 25 34

合 計 44 86.4% 68 70 12 192 342

※ 新規事業の創設及び既存事業の拡充については、重複を避けるため再掲事業を除いて集計している。 

(２) 主な反映内容 

政 策 区分 反 映 内 容 

Ⅰ 産業・雇用 

新規 
本県経済をけん引するものづくり産業や新たな成長分野等を担う高度技

術・技能人材の育成・確保・定着を促進するため、「いわて地域産業高度化人
材育成事業費（H30 予算額 250,000 千円）」を創設します。 

新規 
東北絆まつり2018盛岡開催を契機とした誘客拡大と広域周遊を促進する

ため、開催に要する経費の一部を補助する「東北絆まつり 2018 盛岡開催費
補助（H30 予算 50,000 千円）」を創設します。 

Ⅱ 農林水産業 

新規 
農林水産業をけん引する若手女性を育成するため、女性が活躍しやすい

環境づくりやネットワークづくりなどの取組を推進する「幸せ創る女性農
林漁業者育成事業費（H30 予算 11,388 千円）」を創設します。 

新規 
新たな漁業就業者を確保するため、漁業技術や経営手法を習得する養成機

関の設置に向けた取組を推進する「いわての水産業次世代人材確保育成事業
費（H30予算2,951千円）」を創設します。 

第１ 政策評価及び事務事業評価の反映状況 

平成 29 年度政策評価結果等の政策等への反映状況の概要
資料２



 

 

Ⅲ 医療・子育て 
・福祉 

新規 
県民や企業等を対象に、内臓脂肪量の「見える化」等を切り口とした生活

活動量の増加や食生活改善等の健康づくりの取組を促進するため、「県民主体
の健康度アップ支援事業費（H30 予算 33,431 千円）」を創設します。 

拡充 
障がい者の職域の拡大と充実した生活の実現に向けて、農福連携による障がい

者の就労支援を推進するため、「チャレンジド就労パワーアップ事業費（H30予算
17,694千円）」を拡充します。 

Ⅳ 安全・安心 

拡充 

現在、検討を進めている自主防災組織検討会議での検討結果を踏まえ、自
主防災組織の組織化・活性化を図るため、新たに自主防災組織のモデル地区
を選定し、大学等と連携した取組を実施するなど、「地域防災力強化プロジ
ェクト事業費（H30 予算 57,626 千円）」を拡充します。 

拡充 

女性の活躍に関する理解促進に向けて、新たに女性活躍推進員を配置し、
いわて女性活躍企業等認定制度やイクボスの普及拡大に取り組むとともに、
活躍する女性の情報発信等を強化するため、「いわて女性活躍支援事業費（H30
予算 19,965 千円）」を拡充します。 

Ⅴ 教育・文化 

新規 
東京オリンピック等で表彰台を狙う若手トップアスリートを育成するた

め、「東京オリンピック等メダリスト育成事業費補助（H30予算 6,800 千円）」
を創設します。 

拡充 
復興教育の充実を図り、「いわての復興教育」の復興・発展、地域防災

を支える人材を育成するため、「いわての復興教育推進事業費（H30 予算
31,601 千円）」を拡充します。 

Ⅵ 環境 

新規 
野生鳥獣の科学的かつ計画的な管理を図るため、「野生生物との共生推進事業

費（ツキノワグマ生息数調査事業）（H30予算14,776千円）」を創設します。 

拡充 

平成 29 年度の調査研究を踏まえ新たに水素利活用構想を策定するととも
に、水素ステーションや実証事業の導入に向けた関係者の理解増進を図るた
め、「水素活用による再生可能エネルギー推進事業費（H30予算 3,139 千円）」
を拡充します。 

Ⅶ 社会資本･公
共交通･情報
基盤 

新規 
ＪＲ山田線（宮古～釜石間）の三陸鉄道への円滑な経営移管と移管後の持

続的な運営のため、必要な車両や駅施設整備等に対して交付する「三陸鉄道
経営移管交付金（ H30 予算 1,998,867 千円）」を創設します。 

拡充 
平成30年６月に開設する宮古・室蘭間のフェリー定期航路開設に合わせた

利用促進等を図るため、「港湾利用促進費（H30 予算 50,824 千円）」を拡充し
ます。 

 

２ 事務事業評価結果の反映状況 
 事務事業評価は、アクションプラン[政策編]を構成する 593 事業と、プラン構成事業以外の

政策的な 157 事業の合計 750 事業を対象に評価を実施しました。 

 事務事業評価結果などを踏まえて「縮減」又は「廃止・休止」とした事業は 38 事業となり、

一般財源等で 2億 6,500 万円を縮減しました。 

 一方、事業内容の充実などにより 80 事業を「拡充」し、新規事業も 78 事業創設しました。 

このように事業の選択と集中を進め、財源についても国費等を最大限活用しましたが、学校

の耐震改築等で一般財源等が増嵩したため、昨年度に比較して一般財源等は９億 3,000 万円増

加しました。 

 なお、今回の予算化に伴い、事務事業評価結果と反映結果に相違が生じた事業は 99 事業です。

これは、予算編成段階において県の財政状況や国の制度改正の状況等を踏まえ、事業の必要性

等について更に精査し整理統合を進めたもののほか、新たな課題に対応するための新規制度の

創設等、評価時から予算編成時までに生じた状況変化によるものです。 

  

 

 



 

 

(１) 反映状況 

区分 
評価 
結果

※１

反映 
結果 

構成比
(％) 

増減額※2

(百万円) 

 うちアクションプラン構成事業 

うち一般 

財源･県債

評価
結果
※１ 

反映
結果

構成比 
(％) 

増減額※2 
(百万円) 

うち一般 

財源･県債

拡充 12 80 10.6% 3,915 2,384 12 70 11.7% 3,693 2,288

継続 712 620 82.2% △ 10,543 2,325 562 479 80.4% △ 10,109 4,675

縮減 5 8 1.1% △ 635 △ 10 3 7 1.2% △ 625 △ 10

廃止・休止 6 30 4.0% △ 400 △ 255 5 26 4.4% △ 380 △ 235

 

うち純粋な廃止・休止 0 3 0.4% △ 12 △ 12 0 1 0.2% △ 1 △ 1

うち新規事業への統合 5 9 1.2% △ 128 △ 79 5 9 1.5% △ 128 △ 79

うち拡充事業への統合 0 10 1.3% △ 221 △ 137 0 10 1.7% △ 221 △ 137

うち継続事業への統合 1 8 1.1% △ 39 △ 27 0 6 1.0% △ 30 △ 18

うち縮減事業への統合 0 0 0.0% 0 0 0 0 0.0% 0 0

終了 15 16 2.1% △ 9,232 △ 4,795 11 14 2.3% △ 4,198 △ 33

小計（Ａ） 750 754 100.0% △ 16,895 △ 351 593 596 100.0% △ 11,619 6,685

新規（Ｂ） - 78 - 4,608 1,281 - 68 - 4,495 1,231

合計（Ａ＋Ｂ） 750 832 100.0% △ 12,287 930 593 664 100.0% △ 7,124 7,916

※１ 政策評価レポート取りまとめ以降に、事務事業の構成等を一部見直したことから、政策評価レポート時

と事業数等に異同がある。 

※２ 増減額は、平成 29 年９月現計予算（評価時点）から平成 30 年当初予算の増減額である。また、端数処

理の関係上、内訳が合計と一致しない場合がある。 

 

(２) アクションプラン構成事業の政策別内訳 

区分 拡充 継続 縮減
廃止
･ 

休止
終了 新規 計 廃止

休止

新規

統合

拡充

統合

継続

統合

縮減 

統合 

Ⅰ 産業・雇用 10 84 1 4 0 3 1 0 0 1 12 112 

Ⅱ 農林水産業 11 93 3 7 0 3 4 0 0 5 17 136 

Ⅲ 医療・子育て・福祉 18 111 1 2 0 0 1 1 0 4 12 148 

Ⅳ 安全・安心 5 33 0 0 0 0 0 0 0 0 2 40 

Ⅴ 教育・文化 18 77 2 11 1 3 3 4 0 3 19 130 

Ⅵ 環境 4 26 0 1 0 0 0 1 0 0 3 34 

Ⅶ 社会資本・公共交通・情報基盤 4 55 0 1 0 0 1 0 0 1 3 64 

合計 70 479 7 26 1 9 10 6 0 14 68 664

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

○ 公共事業評価及び大規模事業評価については、必要性や効率性、環境の保全への配慮等

の観点から、事業の実施、継続等の方向性の評価を行い※1、その結果を「政策評価レポート」

として取りまとめ※2、11 月に公表しました。 

○ 今回、これらの公共事業評価等の結果を、予算編成等を通じて平成 30 年度の事業に反映

させ、新規事業地区の採択や既存事業地区の継続等を判断しました。 

○ 今後も公共事業評価等の仕組みに基づくマネジメントサイクルを確実に機能させ、事業

の効率化及び重点化を進めるとともに、事業効果の早期発現を目指して事業展開していき

ます。 

※1 災害復旧事業及び維持管理に係る事業は評価の対象から除く。 

※2 10 月 27 日までに評価を実施した地区を掲載した。 

※ 表中の予算額については、端数処理の関係上、内訳が合計と一致しない場合がある。 

 

１ 公共事業評価結果の反映状況（対象全 342 地区） 

(１) 事前評価 

事前評価を行った 55 地区※は、全て事業採択としました。 

※ 政策評価レポートの取りまとめ後に評価を実施した 12 地区を含む。 

所管部局 
評価実施 
地区数 

評価結果 反映結果 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 
事業採択 

(H30 当初予算額) 不採択 

農林水産部 46 11 33 2 0 
46 

(859 百万円) 
0 

県土整備部 9 0 6 3 0 
9 

（217 百万円) 
0 

合 計 
55 

(100.0%) 

11 
(20.0%)

39 
(70.9%)

5 
(9.1%)

0 
(0.0%)

55 
(1,076 百万円) 

0 

(２) 継続評価 

継続評価を行った 280 地区のうち、268 地区は事業継続、11 地区は事業計画検討等のため一

時休工することとしました。このほか、１地区は平成 29 年度に完了する見込みとなりました。 

所管部局 
評価実施 
地区数 

評価結果 反映結果 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 
事業継続 

(H30 当初予算額) 一時休工等※

農林水産部 140 35 105 0 0 
136 

(9,456 百万円) 4 

県土整備部 140 26 91 23 0 
132 

(15,604 百万円) 8 

合 計 
280 

(100.0%) 

61 
(21.8%)

196
(70.0%)

23 
(8.2%)

0 
(0.0%)

268 
(25,060 百万円) 

12 

※ 一時休工のほか、平成 29 年度に完了する見込みの地区を含む。 

 

 

 

 

 

 

第２ 公共事業評価及び⼤規模事業評価の反映状況 



(３) 再評価 

再評価を行った７地区のうち、６地区は事業継続、１地区は事業休止としました。 

所管部局 
評価実施 
地区数 

評価結果 反映結果 

事業
継続

要検討 
中止

事業継続 
(H30 当初予算額) 

事業休止 事業

継続

見直し

継続
休止 中止

農林水産部 5 4 1 0 0 0 0 
5 

(271 百万円) 0 

県土整備部 2 1 0 0 1 0 0 
1 

(10 百万円) 1 

合 計 
7 

(100.0%)

5 
(71.4%)

1 
(14.3%)

0 
(0%)

1 
(14.3%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

6 
(281 百万円)

1 

２ 大規模事業評価結果の反映状況（対象全 26 地区）

(１) 事前評価 

基本設計作成後の事前評価を行った大規模施設整備事業３地区は、全て事業採択としました。 

[大規模施設整備事業（基本設計作成後）] 

所管部局 
評価実施 
地区数 

評価結果 反映結果 

事業実施 要検討 その他
事業採択 

(H30 当初予算額) 不採択 

環境生活部 1 1 0 0 1 
(1,145 百万円) 

0 

保健福祉部 1 1 0 0 1 
(358 百万円) 

0 

教育委員会 1 1 0 0 1 
(185 百万円) 

0 

合 計 
3 

(100.0%)

3 
(100.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

3 
(1,688 百万円)

0 

(２) 継続評価 

継続評価を行った 19 地区は、全て事業継続としました。 

所管部局 
評価実施 
地区数 

評価結果 反映結果 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 
事業継続 

(H30 当初予算額) 一時休工等

農林水産部 2 2 0 0 0 
2 

(748 百万円) 0 

県土整備部 17 6 11 0 0 
17 

(13,290 百万円) 0 

合 計 
19 

(100.0%)

8 
(42.1%)

11 
(57.9%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

19 
(14,038 百万円) 

0

(３) 再評価 

再評価を行った４地区は、全て事業継続としました。 

所管部局 
評価実施 
地区数 

評価結果 反映結果 

事業
継続

要検討 
中止

事業継続 
(H30 当初予算額)

事業休止等事業

継続

見直し

継続
休止 中止

県土整備部 4 4 0 0 0 0 0 
4 

(8,286 百万円) 0 

合 計 
4 

(100.0%)

4 
(100.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

4 
(8,286 百万円)

0 



次期総合計画
（「いわて県民計画(H21～H30)」の後継）

の策定の方向性について

岩手県政策地域部政策推進室
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１ いわて県民計画について

 本県を取り巻く環境が⼤きく変化する中、県⺠⼀⼈ひとりが希望に向かって、
いきいきと働き、安⼼して暮らせる社会をつくることが重要
 希望あふれる岩⼿の未来を描き、その実現に向けて県⺠の総⼒を結集して⾏
動していく、県⺠みんなの羅針盤として平成21年12⽉に策定

計画策定の趣旨

 私たちが実現していきたい10年後の岩⼿の未来を⽰した｢⻑期ビジョン｣と、
その実現のための具体的な取組を⽰す｢アクションプラン｣で構成
 計画期間︓平成21年度から平成30年度の10年間

計画の構成

長期ビジョンに掲げる基本目標

基
本
目
標

いっしょに育む「希望郷いわて」

岩手のこころを持つ「ひと」が、多様な「つながり」を持ち、岩手の特性を生かした
真の「ゆたかさ」をはぐくみながら、「希望郷いわて」を実現することを目指す。

3

◇計画策定の趣旨
県民一人ひとりをはじめとした多様な主体が、岩手の未来の

あるべき姿に向かって、今後10年間に何をすべきかを考えると
ともに、みんなで力を結集し、行動していくための目指す将来
像や取組の方向性を明らかにする。

4

◇計画策定の特徴
・ 地元の底力と様々なつながりを最大限に活用

計画策定過程において、県民、市町村、各種団体、県
外の個人や団体など、あらゆる主体に意見を求める。

・ オールいわて総結集のプロジェクト
「希望郷いわて国体・大会」の盛り上がりとレガシー

を引き継ぎ、計画策定過程において、県民等の関心を高
め、多くの参加を求める。

２ 次期総合計画策定の基本的な考え方



◇計画の役割
岩手の未来のあるべき姿を実現するため、復興とその先も見据え、

時代の潮流や岩手の特性・可能性を踏まえながら、今後10年間の、
・ 県の政策推進の方向や具体的な取組内容を示すもの
・ 県民等のあらゆる構成主体が自ら取組を進めていくための

ビジョンともなるもの

5

◇計画の期間
2019年度から2028年度の10年間

◇計画の構成
10年間の「長期ビジョン」と、マニフェスト・サイクルを考慮し

た「アクションプラン」で構成
長期ビジョン：長期的な岩手の将来を展望し、県民みんなで目指

す将来像と、その実現に向けて取り組む政策の基本
方向を明らかにする。

アクションプラン：長期ビジョンの実効性を確保するために、重
点的・優先的に取り組むべき政策やその具体的
な推進方策を明らかにする。

6

○「幸福」をキーワードに、岩手が持つ多様な豊か
さやつながりなどにも着目し、岩手の将来像を描
いていきます。

○「岩手県東日本大震災津波復興基本計画」の計画
期間は平成30年度までであることを踏まえ、次期
総合計画においても、被災者一人ひとりの幸福追
求権の保障など、「東日本大震災津波からの復興
に向けた基本方針」に掲げた二つの原則を引き継
ぎ、復興の取組を明確に位置付け、市町村や国と
一体となった切れ目のない取組を進めていきます。

３ 次期総合計画策定の主な方向性



 2000年代後半になって、経済指標だけでなく、「幸福度」指標化
に関心が高まり、国内外で導入に向けた取組が広がっている。

ブータン 国家理念として掲げるGNH（国民総幸福量）の指標化

フランス GDPに代わる新たな指標のあり方を検討

イギリス 幸福度指標の策定と生活の質(QOL)を図る調査実施を表明

ＯＥＣＤ ｢より良い暮らし指標(BLI:Your Better Life Index)｣を発表

内閣府
幸福度の要因を探り、目指すべき国の形と人々の幸福度に寄
与するような社会のあり方について議論を深める手がかりと
して、幸福度指標の作成を検討し「幸福度指標試案」を公表

荒川区
GAH(荒川区民総幸福度)を区政の根幹コンセプトとして位置づ
け、幸福度の指標化に取り組む

新潟市
市民のハピネスの到達度の一端を示すアウトカム指標を抽出
し、市民幸福度の評価を試みる

出典：「幸福度の定量化に関する調査研究」中間報告書（㈶東北活性化研究センター、2012年）

7

自治体の総合計画と「幸福」

荒川区 荒川区基本構想

目指すべき将来像を「幸福実感都市 あらかわ」と
して、物質的な豊かさや経済効率だけでなく、心の
豊かさや人とのつながりを大切にした、区民一人一
人が真に幸福を実感できるまちを目指す。

三重県 みえ県民力ビジョン

県民力を結集して、「日本一、幸福が実感できる」
と胸を張ることができる新しい三重、すなわち「県
民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の創造を
目指す。

兵庫県
21世紀兵庫

長期ビジョン

「創造と共生の舞台・兵庫」を目指す姿として掲げ、
ビジョンの実現状況の評価ツール、地域の誇りと豊
かさを実感できる尺度として地域力指標を設定。

福岡県 福岡県総合計画

「県民一人ひとりが幸福を実感できる、県民幸福度
日本一」を掲げ、福岡県をもっと元気にする施策を
伸ばし、一方で課題や問題を抱えている県民に寄り
添う、温かみのある行政を展開。

岩手県
岩手県東日本大震災

津波復興計画

「基本方針を貫く二つの原則」において、「被災者の人
間らしい暮らし、学び、仕事を確保し、一人ひとりの幸
福追求権を保障」することを掲げている。

8



本県における幸福度研究

「岩手の幸福に関する指標」研究会
県政の推進に当たり、物質的なゆたかさに加え、岩手ならで

はの生活や人のつながりといったゆたかさにも着目していくた
め、平成28年４月に有識者で構成される「岩手の幸福に関する
指標」研究会を設置し、「岩手の幸福に関する指標」の調査・
研究を実施。

【主な取組状況】

平成28年４月 第１回研究会
平成28年11月 中間報告書を公表
平成29年１月 「幸福について考えるワークショップ」（大学生対象）
平成29年３月 「幸福について考えるワークショップ」（一般県民対象）
平成29年９月 最終報告書の策定・公表

（総合計画審議会で最終報告の内容を報告）

平成28年及び平成29年の県民意識調査において、県民の幸福感、幸福を判
断する際に重視する項目や領域別の幸福感等について調査。
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【参考指標名】
・身近な人の幸福
・周囲からの承認
・大切な人の幸福
への寄与

・安定した日々
・他者に迷惑をか
けない自己実現

・人並み感

つながり（＝ソーシャル・キャピタル）

主
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標
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観
的
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標
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収
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等
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等
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額
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４
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【客観指標名】隣近所とのつきあいの程度、一般的な人への信頼、地縁的な活動への参加状況 等 計９指標

【主観指標名】地域への愛着感、近所付き合い実感、信頼できる人がいる実感、地域活動への参加実感

※客観的指標
については、一
例を示したもの
であり、今後の
活用過程で、さ
らに良い指標
があれば変更
の余地があるも
の。

県民意識調査結果や先行事例に基づき、次の12領域を主観的幸福感
に関連する領域とし、領域ごとの実感を領域別実感として設定。

【主観的幸福感】
県民意識調査等で
「あなたは現在、ど
の程度幸福だと感じ
ていますか。」とい
う設問に対し、５段
階で評価されたもの。

【領域別実感】
県民意識調査等で、
主観的幸福感に関連
する12領域ごとの実
感を、５段階で評価
されたもの。
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出典：「岩手の幸福に関する
指標」研究会 資料

12の幸福領域（幸福の要素）を踏まえ、政策の柱立て等について、
検討を行います。



５ 次期総合計画における「復興」の考え方

【東日本大震災津波 復興基本計画(H23.8策定)】

（P3「４ 計画の期間」）

『 平成31年度に策定が予定される県の次期総合

計画を見据え、平成23年度から平成30年度まで

の８年間を全体期間とする 』

11

・ これまで、被災者一人ひとりの復興を見守り、寄り添った支援を
行いながら、一日も早い復興を目指した取組を実施
・ 一部の社会資本等の整備について、復興基本計画期間内に事
業が完了しないことが見込まれる

12

≪次期総合計画における復興の位置付け・取組の方向性≫
・ 復興に向けた基本方針に掲げた原則を引き継ぎ、復興

の取組を明確に定め、切れ目のない取組を進めていく

・ 国の「復興・創生期間」と連動し、市町村における復
興事業の進捗状況を踏まえ、市町村それぞれの復興計画
や総合計画と足並みを揃えながら、被災地の未来のある
べき姿を実現する取組を進めていく

・ 復興基本計画期間後も事業が完了するまで実施

・ 被災者支援のためのソフト事業も、計画期間等で区切ることはせ

ず、必要な事業は最後まで実施



具体的に盛り込む内容

「長期ビジョン」では、

復興に関する一つの章を設け、復興の取組方
向を示す。
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今後、各界各層からの御意見を踏まえ、総合計画審議会や復興委員
会等において議論を行っていくが、現段階では下記を想定。

「アクションプラン」では、

現行の「政策編」とは別に復興に関する計画
（例:(仮称)復興プラン）を策定し、現行の復
興実施計画と同様に具体的な施策や事業を盛り
込む。

６ 次期総合計画の構成（イメージ）

≪長期ビジョン≫
〇 はじめに

（計画策定の趣旨、計画の期間・役割・構成、計画推進の考え方 等）

〇 理念（幸福、「岩手の幸福に関する指標」研究会の取組 等）

〇 将来像
〇 現状認識・展望（世界、日本、岩手）

〇 復興推進の基本方向
〇 政策推進の基本方向
〇 長期的・政策横断的に取り組む重要構想
〇 地域振興の展開方向

（広域圏の振興、県境や広域圏を越えた広域的な連携の強化 等）

〇 県政運営の基本姿勢
（多様な主体との協働、市町村との連携、行政経営のあり方 等）
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≪アクションプラン≫
長期ビジョンの実効性を確保するため、重点的・優先的に

取り組むべき政策や具体的な推進方策を盛り込む。
［第１期：2019年度～2022年度］

15

復興プラン 政策プラン 地域プラン 行政経営プラン

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

アク
ション
プラン

【想定される期間】

長期ビジョン(10)

復興プラン(4) 第２期以降の「復興プラン」の取扱いは、
今後の復興の状況を踏まえながら検討

政策プラン(4)
地域プラン(4)

行政経営プラン(4)

政策プラン(4)
地域プラン(4)

行政経営プラン(4)

（ ）内は期間年数

※名称は仮称

政策プラン(2)
地域プラン(2)
行政経営プラ
ン(2)

７ 次期総合計画の策定の進め方
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平成29年11月８日
岩手県総合計画審議会への諮問
（知事から会長への諮問書の手交）



次期総合計画ができあがっていくまでのイメージ
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平成 29 年度 平成 30 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

パブコメ意見等
を踏まえた 
追加・修正 

総合計画 
審議会へ

諮 問 
（11 月） 

次期総合計画

（素案） 

総合計画 
審議会 

中間答申 
（６月）

総合計画 
審議会 
答 申 
（11 月）

●県民等 
 【県民】：ワークショップ、地域懇談会、意向調査アンケート、 

メッセージ募集、写真コンテスト 
 【若者・女性】：若者カフェ、若者会議、懇談会 
 【企業・団体・NPO】：懇談会、各種会議での意見交換 
 【生徒・学生】：各種コンクール、懇談会 
 【外国人県民】：懇談会 
 【県外在住者】：懇談会 
 【各種情報媒体を通じた情報発信】：HP、フェイスブック、ツイッター 等 
●有識者 

各検討テーマ分野の有識者からの意見聴取 
希望郷いわて文化大使へのアンケート 等 

●市町村 

（意見聴取） 
「今後 10 年の岩手」や「幸福」などをテーマに、

広く県民、NPO、企業、有識者等の提案、意見を
集め、反映 

次期総合計画

（案） 

岩手県議会 

議 決 

（諮問後の審議内容） 
審議会 

・現状認識・展望 
・理念、将来像   
・政策推進の基本方向 
・プロジェクト                  など 

部会 
・施策分野ごとの現状認識・展望 
・施策分野ごとの目指す姿 
・施策分野ごとの施策推進の基本方向  など 

・理念 
・将来像 
・政策推進の
基本方向 

など

・理念 
・将来像 
・政策推進の
基本方向 

・プロジェクト 
など

6月 9月

これまでにいただいた主な御意見

18

【県北広域振興圏地域運営委員会議】（H29.10.17 於：二戸市）

・ 将来に対する希望を持てることが、幸福につながる。

・ 今の生活の中から幸福を見つけて、それを認識した上でさら
に追求していくことが大事である。

【県南広域振興圏地域協働委員会議】（H29.11.9 於：奥州市）

・ 岩手は地域や近所のつながりの強さが特徴で、それが幸福感
にも関係していると思うが、30歳以下では、こうしたつながりを求
める度合いが低い。10年後は、この世代が社会の中心となるの
で、それを踏まえた計画づくりをして欲しい。
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次期総合計画の策定過程については、下記のHP、Facebook
及びTwitterにより、情報発信しています。

〇 HP ⇒「つくろう！いわて総合計画」

(http://www.iwate-nextplan.jp)
〇 Facebook⇒「つくろう！いわて総合計画」

(https://www.facebook.com/pref.iwate.soukei)
〇 Twitter ⇒「つくろう！いわての総合計画」

(https://twitter.com/pref_iwate_plan)

20

「幸福」に関するアンケート（左）や岩手にある様々な「幸福」の共有を目
的とした「いわて幸福フォトコンテスト・冬」（右）などを実施
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次期総合計画策定に関する御意見、御質問等が
ありましたら、下記に御連絡をお願いします。

岩手県 政策地域部 政策推進室 政策担当

電 話：019-629-5509
メール：AA0001＠pref.iwate.jp



３ 指標の策定 

（１）指標体系等の考え方 
○ 指標は、多面的な分析を可能とする観点から、個別指標の集まりである「ダッシュボード方式」で示す。
○ 幸福は主観的な面の影響が大きいことから、主観的指標を中心とし、統計データによる客観的指標で補足する。
○ 主観的指標は、「主観的幸福感※１ 」と、主観的幸福感に関連する領域ごとにその実感を評価した「領域別実感※2 」等

で構成する。 
○ 岩手が目指すゆたかさを表す指標として、「協調的幸福感※３」と「ソーシャル・キャピタル※４」を設定する。

２ 指標策定の基本方針 

「岩手の幸福に関する指標」研究会 報告書の概要 
１ 今なぜ幸福に関する指標を研究するのか 

(1)  新たな施策の展開に活用できる
指標とする。 

 短期的な数値の変動や、他地域と
の比較を主眼とするのではなく、本
県の強み弱みを多面的に分析し、よ
りよい施策への活用を重視する。 

(3) 物質的なゆたかさに加え、岩手が目指 
 すゆたかさにも着目した指標とする。 

 幸福に関連する様々な要素を考慮し、物
質的なゆたかさ以外の要素である、「岩手
ならではの生き方」や「人のつながり」と
いったゆたかさにも着目する。 

(2) 県民の実感を踏まえた指標とする。 

 県民意識調査の結果を重視した指標と
する。また、指標を活用し、県民が自ら
の幸福について考え、身近な人や地域の
幸福についても意識するきっかけとする。 

○ 経済成長は必ずしも人々の幸福とは繋がっていないとの研究結果（幸福のパラドッ
クス）もあり、物質的なゆたかさだけではない様々な要素に着目することが重要。 

○ このような背景の中、県民の幸福を的確に把握することや、県民が自らの幸福に
ついて考えるきっかけとすること等を目的として、「岩手の幸福に関する指標」を 
策定する。 

○ そして、指標の次期総合計画への反映等を通じて、個人として、また、社会として
幸福を求めることができる岩手県を目指す。 

４ 県民参画の手法 ５ 未来の幸福に向けて 
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【客観指標名】 隣近所とのつきあいの程度、一般的な人への信頼、地縁的な活動への参加状況 等 計９指標 

【主観指標名】 地域への愛着感、近所付き合い実感、信頼できる人がいる実感、地域活動への参加実感 

人並み感 等 計６指標

（３）指標体系の設定 
○ 県民意識調査結果や先行事例に基づき、次の12領域を主観的幸福感に関連する領域とし、領域ごとの実感を領域別実

  感として設定する。 
【仕事、収入、居住環境、安全、余暇、健康、子育て、教育、家族、コミュニティ、歴史・文化、自然環境】

○ 協調的幸福感は、主観的幸福感との因果関係が明らかではなく、政策として関与しにくい概念であるが、岩手ならで
  はの生き方といった観点から、今後も継続して把握が必要な概念と考え、参考的な指標として設定する。 

○ ソーシャル・キャピタルは、本県の特徴の一つである「つながり」を示す指標として、全領域に関連する横断的な指
標として設定する。 

○ 客観的指標例は、主観的指標ではとらえにくい点を補足する観点から領域別に設定することとし、経年把握や全国比
較が可能な96指標を一例として示す。 

○ 幸福研究の目的について県民に理解していただくとともに、県民の意見を聴き、また、幸福について考
えていただくきっかけとなる県民参画の手法を検討するため、新たに「幸福について考えるワークショッ 
プ」を試行的に３回開催した。 

○ ワークショップの試行結果を踏まえ、県民が地域等でいつでも、どこでもワークショップを開催できる
ようにするためのマニュアルとして「ワークショップの手引き」を作成した。 

○ また、自身の幸福を簡便的に「見える化」でき、ワークショップの際の議論のきっかけとするための
ツールとして、「幸福カルテ」を策定した。 

（２）県の施策に関する県民意識調査結果 
○ 指標体系等の妥当性を検証するため、県民意識調査に新たに幸福感等に関する設問を追加し、県民の幸福に関する実

感等を把握した。 
○ 主観的幸福感と従来計測していた生活満足度を比較したところ、両者は異なる傾向がみられ、新たに主観的幸福感を

測定する意義が確認できた。 
○ 先行事例等を参考に設定した12領域ごとの実感（領域別実感）は、強弱の差はあるものの、主観的幸福感と一定の相

  関が確認できた。 
○ 協調的幸福感は、主観的幸福感と強い相関が確認できた。
○ 本県のソーシャル・キャピタルは、他の全国調査結果に比べ高い傾向が確認できた。また、ソーシャル・キャピタル

の実感と主観的幸福感及び領域別実感との間に、一定の相関が確認できた。 

※１ 主観的幸福感 
 県民意識調査等で「あなたは現在、どの程
度幸福だと感じていますか。」という設問に
対し、５段階で評価されたもの。 

※２ 領域別実感 
 県民意識調査等で、主観的幸福感に関連
するとされる領域ごとの実感を問う設問に
対し、５段階で評価されたもの。 

※３ 協調的幸福感 
 他者との協調性、平穏な感情状態、人並み感等を総称する幸福
感。他国に比べ日本は、これらを重視しながら自らの幸福を考え
る傾向があるとされ、岩手県でも類似の傾向が確認された。 

※４ ソーシャル・キャピタル（社会関係資本） 
 交流、信頼、社会参加等の個人間のつながりのことを示す。こ
れらが豊かな地域は幸福が高い傾向にあるとされており、岩手県
でも類似の傾向が確認された。 

○ 本指標体系は生活者の視点が重視されていることから、政策等に活用する際は、産業政策、インフラ整備等、生
産者への配慮を期待する。また、現役世代の幸福のみを優先することなく、将来世代にわたり社会の幸福が持続可 
能となるよう期待する。 

○ 幸福研究の目的を県民に理解してもらうとともに、県民一人ひとりが幸福について考えてもらうきっかけとする
ため、ワークショップ等を活用した県民参加の取組が継続することを期待する。 

○ 本報告書を皮切りに、個人や地域の幸福を考えてみようという動きが広がることで、本研究成果が、それぞれの
地域にふさわしい内容に修正されながら、広く活用されることを期待する。  

※客観的指標(96)は例を示したものであり、必要に応じて加除・修正を要する。また、上記指標数は再掲を含む。 

平成29年9月7日 
「岩手の幸福に関する指標」研究会 

（事務局 岩手県政策推進室） 
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